
決算報告書

令和５年度

自　令和５年４月 １ 日

至　令和６年３月３１日



（単位；百万円）

区分

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

　収入

運営費交付金 603 598 △5 1,245 1,233 △12 226 243 17 110 113 3 127 105 △22 (注18) 738 768 30 3,051 3,064 13

自己収入 488 648 160 496 446 △50 239 159 △80 33 23 △10 17 15 △2 20 3 △17 1,295 1,296 1

事業収入 6 2 △4 (注1) 443 409 △34 17 5 △12 (注10) 26 17 △9 (注14) 1 0 △1 (注19) 0 0 0 494 434 △60

外部資金研究費等 392 554 162 (注2) 51 35 △16 (注6) 220 153 △67 (注11) 7 5 △2 (注15) 15 15 0 0 0 0 688 764 76

財産運用収入 87 86 △1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 87 86 △1

その他 2 5 3 (注3) 1 1 0 1 0 △1 (注12) 0 0 0 0 0 0 20 3 △17 (注21) 25 11 △14

積立取崩 0 9 9 (注4) 0 5 5 (注7) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 6 (注22) 0 21 21

　計 1,092 1,256 164 1,741 1,685 △56 465 403 △62 144 137 △7 144 121 △23 758 778 20 4,347 4,382 35

　支出

業務費 1,092 1,230 138 1,741 1,520 △221 465 397 △68 144 136 △8 144 120 △24 0 0 0 3,588 3,405 △183

技術研究経費 359 362 3 811 642 △169 (注8) 97 98 1 56 48 △8 (注16) 128 106 △22 (注20) 0 0 0 1,454 1,258 △196

人件費 339 339 0 878 842 △36 147 146 △1 80 82 2 0 0 0 0 0 0 1,445 1,411 △34

外部資金研究経費等 392 527 135 (注5) 51 35 △16 (注9) 220 152 △68 (注13) 7 5 △2 (注17) 15 14 △1 0 0 0 688 735 47

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 623 628 5 623 628 5

人件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 439 417 △22 439 417 △22

維持運営費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 183 210 27 (注23) 183 210 27

施設整備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 135 134 △1 135 134 △1

　計 1,092 1,230 138 1,741 1,520 △221 465 397 △68 144 136 △8 144 120 △24 758 762 4 4,347 4,168 △179

収入-支出 0 25 25 0 164 164 0 5 5 0 1 1 0 1 1 0 15 15 0 213 213

　本表は、当法人の予算の区分に従い、決算額（予算執行実績）から当初予算額を差し引き差異の説明をしています。従って、財務諸表とは科目表示や算定条件が相違しています。

  百万円未満を切り捨てしているため、端数が合わないことがあります。

事業収入の減少によるもの 注14で示した理由に伴い、技術研究経費が減少したことによるもの

受託研究収入・共同研究収入の増加によるもの 注15で示した理由に伴い、外部資金研究経費等が減少したことによるもの

雑収入の増加によるもの 運営費交付金の再配賦に伴う減少によるもの

目的積立金の取り崩しによるもの 事業収入の減少によるもの

注2で示した理由に伴い、外部資金研究経費等が増加したことによるもの 注18で示した理由に伴い、技術研究経費が減少したことによるもの

補助金収入の減少によるもの 雑収入の減少によるもの

目的積立金の取り崩しによるもの 目的積立金の取り崩しによるもの

技術研究経費の減少によるもの 維持運営費の増加によるもの

注7で示した理由に伴い、外部資金研究経費等が減少したことによるもの

試験計測及び機器利用料収入の減少によるもの

受託研究収入の減少によるもの

雑収入の減少によるもの

注11で示した理由に伴い、外部資金研究経費等が減少したことによるもの

受講料収入の減少によるもの

寄附金収入の減少によるもの

(注4)

(注15)

(注16)

(注17)

(注18)

(注14)

(注22)

(注23)

(注19)

(注20)

(注21)

(注12)

(注13)

(注11)

(注5)

(注7)

(注8)

(注9)

(注10)

(注6)

【注記】

(注1)

(注2)

(注3)
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